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第 13 期 事 業 報 告 
（自 平成 23年 4 月 1 日 至 平成 24 年 3月 31 日） 

 

１.株式会社の現況に関する事項 

 1－1.事業の経過及びその成果  

   当期は、定期外利用者は僅かながら前期を下回りましたが、定期利用者は通勤・通学ともに前

期を大きく上回り、輸送人員は対前期比 104.1％の 677 万 2 千人となりました。また、旅客運輸

収入は対前期比 103.9％の 11 億 2 千 7 百万円となり、運輸雑収を含めた営業収益は、対前期比

101.9％の 11億 5千 4百万円となりました。一方、一般管理費など経費の削減に努め、営業損失

14億 7千 1百万円、経常損失 16億 6千 9百万円となり、当期純損失は 16億 6千 6百万円と、前

期に比べおよそ 9千 3百万円の改善を図ることができました。 

 

 1－2.直前三事業年度の財産及び損益の状況 

 

 1－3.対処すべき課題 

 平成 17年の開業以来、東部丘陵地域の貴重な公共交通機関として、当社線は多くの皆様にご利

用いただいてまいりました。その間、無事故運転を継続しており、今後とも安全・安定輸送に努

めてまいります。 

また、当期は経営の安定化のため、現金出資による資本増強に努めました。引き続き、資本増

強に係る協議を進めてまいります。 

 

 1－4.主要な事業内容 

事業 主要製品 

軌道事業 軌道法による一般運輸業及びこれに付帯又は関連する事業 

 

 1－5.主要な営業所及び工場並びに使用人の状況 

 （1）主要な営業所及び工場 

名称 所在地 

本社 愛知県長久手市 

 

区 分 
平成 20年度 

第 10期 

平成 21年度 

第 11期 

平成 22年度 

第 12期 

平成 23年度 

第 13期 

営業収益 

当期純損失 

一株当たり 

 当期純損失 

総資産  

1,093,830千円 

2,374,003千円 

 

16,469円 55銭 

 

25,968,953千円 

1,085,674千円 

2,131,639千円 

 

9,323円 11銭 

 

22,839,763千円 

1,133,037千円 

1,759,371千円 

 

6,420円 19銭 

 

21,063,170千円 

1,154,618千円 

1,666,595千円 

 

5,423円 40銭 

 

19,706,005千円 
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 （2）使用人の状況 

従業員 平均年齢 平均勤続年数 備考 

男性（67名） 41.3歳 4.1年 愛知県からの派遣社員 3名 

女性（12名） 25.2歳 2.6年 名古屋鉄道株式会社 

合計（79名） 38.9歳 3.8年    からの派遣社員 5名 

 

 1－6.主要な借入先及び借入額           

借入先 借入金種別 借入金残高 

愛知県 無利子 4,797,000千円 

長久手市 無利子 1,511,300千円 

名古屋市 無利子 1,429,000千円 

豊田市 無利子 244,000千円 

日進市 無利子 42,500千円 

瀬戸市 無利子 33,400千円 

㈱日本政策投資銀行 7,260,000千円 

協調融資 2,929,000千円 

合計 18,246,200千円 

（注）当社は、金融機関 4 行（株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社愛知銀行、株式会

社中京銀行、株式会社名古屋銀行）とタームローン型シンジケートローン設定契約

を締結し、29億 2千 9百万円の協調融資を受けております。 

 

２.会社の株式に関する事項 

 （1）発行可能株式総数   392,000株 

 （2）発行済株式の総数   319,397株 

 （3）当事業年度末の株主数   34 名    

 （4）上位 10名の株主 

株主名 持株数 持株比率 

愛知県 149,331 46.75 

長久手市 46,860 14.67 

名古屋市 44,592 13.96 

名古屋鉄道株式会社 21,343 6.68 

株式会社日本政策投資銀行 10,602 3.32 

豊田市 7,592 2.38 

日本車輌製造株式会社 4,984 1.56 

株式会社東芝 4,395 1.38 

株式会社京三製作所 3,912 1.22 

中部電力株式会社 3,030 0.95 

株式会社三菱東京 UFJ銀行 3,030 0.95 

トヨタ自動車株式会社 3,030 0.95 
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３．会社役員に関する事項 

（1）取締役及び監査役の氏名等 

氏名 地位および担当 重要な兼職の状況 

大村 秀章 取締役社長（代表取締役） 愛知県知事 

山本 亜土 取締役副社長 名古屋鉄道株式会社代表取締役社長 

𠮷田 一平 取締役副社長 長久手市長 

入倉 憲二 取締役副社長 名古屋市副市長 

池田  全 専務取締役（代表取締役）  

加藤  寿 取締役（運輸技術担当）  

髙木 洋隆 取締役 中部電力株式会社常務執行役員名古屋支店長 

宮﨑 直樹 取締役 トヨタ自動車株式会社常務役員 

山本 貴之 取締役 株式会社日本政策投資銀行東海支店長 

山田 雅人 取締役 株式会社三菱東京 UFJ銀行東海公務部長 

木村 誠志 常勤監査役  

永田  健 監査役 豊田市副市長 

堀之内秀紀 監査役 日進市副市長 

伊藤 典男 監査役 瀬戸市副市長 

（注）1  取締役社長神田真秋氏、取締役副社長山田雅雄氏は平成 23年 6月 22日退任いたしま

した。取締役副社長加藤梅雄氏、取締役川下晴久氏、監査役田中民雄氏は平成 24 年 1

月 27日退任いたしました。 

2 山本亜土氏、𠮷田一平氏、入倉憲二氏、髙木洋隆氏、宮﨑直樹氏、山本貴之氏、山田

雅人氏は社外取締役であります。 

3 木村誠志氏、永田健氏、堀之内秀紀氏、伊藤典男氏は社外監査役であります。 

    

 （2）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額 

区分 支給人数 報酬等の額 

  取締役 2名 14,900千円 

  監査役 1名 3,720千円 

計 3名 18,631千円 

   （注）１．平成 12年 6月 29日第 1回株主総会の決議による報酬総額 

         取締役 年額 40百万円 

      ２．期末現在の取締役員数 10名（無報酬の非常勤取締役 8名を含む） 

      ３．平成 13年 6月 28日第 2回株主総会の決議による報酬総額 

         監査役 年額 10百万円 

      ４．期末現在の監査役員数 4名（無報酬の非常勤監査役 3名を含む） 

 

 ４．会計監査人の状況 

    会計監査人の名称  公認会計士 岡村 幹吉 
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（単位：千円）

金　　額 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流　動　資　産 1,344,822 流　動　負　債 1,142,953

現 金 及 び 預 金 1,100,229
1 年 以 内 に 返 済 す る

長 期 借 入 金
938,000

未 収 運 賃 144 未 払 金 95,146

未 収 金 69,852 未 払 消 費 税 8,656

貯 蔵 品 167,464 未 払 法 人 税 2,070

前 払 金 56 預 り 金 46,113

前 払 費 用 6,775 賞 与 引 当 金 20,904

立 替 金 256 前 受 運 賃 29,536

その 他の 流動 資産 42 前 受 収 益 2,526

固　定　資　産 18,361,182 固　定　負　債 17,314,693

18,354,754 長 期 借 入 金 17,308,200

有形固定資産 18,325,199 退 職 給 付 引 当 金 6,493

無形固定資産 29,555

投資その他の資産 6,427

長 期 前 払 費 用 6,400 18,457,647

そ の 他 の 投 資 等 27 （純資産の部）

株主資本 1,248,358

資本金 2,309,953

資本剰余金 605,000

　資本準備金 605,000

利益剰余金 △ 1,666,595

　その他利益剰余金 △ 1,666,595

　　繰越利益剰余金 △ 1,666,595

1,248,358

19,706,005 19,706,005

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

貸　借　対　照　表

（平成24年3月31日現在）

科　　目 科　目

軌道事業固定資産

負債合計
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（単位：千円）

1,127,978

26,639 1,154,618

810,129

87,681

178,431

1,549,598 2,625,841

1,471,222

498

6,636 7,134

204,018

1,066 205,085

1,669,173

4,647 4,647

1,664,525

2,070

1,666,595

損　益　計　算　書

(平成23年4月1日から平成24年3月31日まで)

金 額科 目

そ の 他 の 費 用

支 払 利 息

減 価 償 却 費

営 業 費

旅 客 運 輸 収 入

運 輸 雑 収

経 常 損 失

当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 当 期 純 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益

営 業 損 失

営 業 収 益

運 送 費

一 般 管 理 費

諸 税
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（単位：千円）

評価・換算
差　額　等

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 金 資 本 準 備 金
そ の 他 利 益
剰 余 金

株 主 資 本
合 計

その他 有価 証券

評 価 差 額 金
純 資 産 合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

平成23年3月31日残高 2,994,325 470,000 △ 1,759,371 1,704,953 0 1,704,953

事業年度中の変動額

　　新株の発行 605,000 605,000 1,210,000 1,210,000

　　資本金の減少 △ 1,289,371 1,289,371 0 0

　　資本準備金の減少 △ 470,000 470,000 0 0

　　当期純利益
    (△損失）

△ 1,666,595 △ 1,666,595 △ 1,666,595

　　株主資本以外の
　　項目の事業年度
　　中の変動額（純額）

0

　　事業年度中の
    変動額総額

△ 684,371 135,000 92,776 △ 456,595 0 △ 456,595

平成24年3月31日残高 2,309,953 605,000 △ 1,666,595 1,248,358 0 1,248,358

株主資本等変動計算書

(平成23年4月1日から平成24年3月31日まで)

株主資本
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注記表 

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

①棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品･･････総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

    

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産･･････車両及び運搬具は定率法、その他は定額法 

     なお、平成 19年 3月 31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から 5年間で均等償却する方法によっております。 

  ②無形固定資産･･････定額法 

      なお、自社ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

 

（３）引当金の計上基準 

①賞与引当金･･･････従業員賞与の支出に備えて、支給見込額基準により計上しております。 

②退職給付引当金･･･従業員退職給付の支出に備えて、期末要支給額により計上しております。 

  

 （４）その他計算書類作成のため基本となる重要な事項   

 ①消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

②記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額      14,042,445千円 

（２）固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額   142,055千円 

  

３．株主資本等変動計算書に関する注記   

    発行済株式に関する事項    

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 295,197株 24,200株 ― 319,397株 

 

４．税効果会計に関する注記  

    今年度も、税効果に対して期待ができないため、税効果会計は実施しておりません。  
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５．リースにより使用する固定資産に関する注記 

    貸借対照表に計上した固定資産のほか、社有車の一部および事務機器の一部については、所

有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

（１）未経過リース料期末残高相当額 

     １年内   1,258千円 

     １年超   2,245千円 

     合 計   3,503千円 

 

６.金融商品の時価等に関する事項 

  平成 24年 3月 31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。  

                                   （単位：千円） 

 貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額 

（1）現金及び預金 1,100,229 1,100,229 0 

（2）未収運賃 144 144 0 

（3）未収金 69,852 69,852 0 

（4）有価証券 － － － 

（5）未払金 （95,146） （95,146） 0 

（6）長期借入金 （18,246,200） （20,278,449） 2,032,249 

（7）デリバティブ取引 － － － 

 （＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 （1）現金及び預金、並びに（2）未収運賃、（3）未収金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ 

   っております。 

 （4）有価証券 

  有価証券の期末残高はありません。 

 （5）未払金 

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ 

  っております。 

 （6）長期借入金 

  長期借入金の時価については、返済までに要する利息を加算して計上しております。 

  （7）デリバティブ取引 

   デリバティブ取引は行っておりません。 
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７．関連当事者との取引に関する注記 

主要株主  

名  称 
議決権の  関連当事者  

との関係   
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

被所有割合 

愛知県 46.75％ 

役員の兼任 

職員の派遣 

資金の借り入れ  長期借入金 4,797,000 千円 

法人県民税 840 千円   

広告掲出料等 2,754千円   

長久手市 14.67％ 

役員の兼任 資金の借入  長期借入金 1,511,300 千円 

固定資産税等 147,022千円   

商品の販売等 1,958千円   

名古屋市 13.96％ 

役員の兼任 資金の借入  長期借入金 1,429,000 千円 

固定資産税等 8,320千円   

運賃精算等 16,028 千円   

 

８．１株当たり情報に関する注記 

 （1）１株当たり純資産額  3,908円 48銭 

 （2）１株当たり当期純損失  5,423円 40銭 

 

９．追加情報 

   第 11期に発生した被害金額については、返済を求め係争中であるため引き続き未収金として計

上しております。 


